
資料1  

次世代育成支援のための新たな制度体系の  

具体的検討に向けて   



次世代育成支援に関係する制度の現状  

6        耶  主少   

※特記ないものは平成ヨ   

短時間勤務、フレックスタイム、始業儲業時間の繰上げ・繰下げ、所定外労働の免  、性健康管理票t（轟）子ど豆霊享保亨所濡か  託児施設の設置運営などのいずれかの措置の実施を事業主に義務付け  

〕   



時間軸＝（早朝）  

保育サービスの全体像  
（深夜）  

例）9：  

保育  
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「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」における  

次世代育成支援関連給付・サービスの体系的整理  

平成19年12月にとりまとめられた「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」においては、現行の次世代育成支援  
に関連する給付・サービスについて、それぞれの給付・サービスが担っている機能に着目し、以下のように整理。   

支援の内容（典型的なもの）  

共働き家庭  片働き家庭   
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（雇用政策）育児休業（給付）、短時  

間勤務制度等  

（福祉政策）保育放課後児童クラブ  
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援
 
 

（現物給付）一時預かり（現金給付）出産・育児一時金児童手当  （
対
個
人
給
付
）
 
（
対
集
団
支
援
）
 
 

健診・全戸訪問 子育て支援拠点 放課後子ども教室  

（第5回基本戦略分科会（平成19年10月）資料より抜粋）  
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「基本的考え方」を踏まえた具体化が必要な検討事項  
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《保育サービスの提供の新しい仕組み（公的性格や特性も踏まえた新しい保育メカニズム）》  

保育サービスの必要性の判断基準（「保育に欠ける」要件の見直し）  

契約などの利用方式のあり方  

市町村等の適切な関与の仕組み（保育の必要度が高い子どもの利用確保等）  

情報公表や第三者評価の仕組み  

地域の保育機能の維持向上  

多
様
な
提
供
主
体
の
参
入
に
際
し
て
の
透
明
性
・
客
観
性
 
 

包
括
性
・
体
系
性
、
普
遍
性
、
連
続
性
の
実
現
 
 

（※ 就学前保育・教育施策のあり方全般に関する検討 → 新たな検討の場）   
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《すべての子育て家庭に対する支援の仕組み》  

妊婦健診、一時預かり、地域子育て支援拠点事業、全戸訪問事業等の  

量的拡充  

質の稚持・向上  

財源のあり方   

特別な支援を必要とする子供や家庭に対する配慮を包含  

働き方の見直しの必要性  



次世代育成支援のための新たな制度体系の設計に向けた 【参考】  

次世代育成支援は、「未来への投資」や「仕事と子育ての両立支援」の側面も有し、社会全体（国、地方公共団体、事業  

主、個人）の重層的負担が求められる。  
給付・サービスの「目的・受益」と「費用負担」は連動す づきことを踏まえ、関係者の費用負担に踏み込んだ議論が必要。  

地方負担については、地域特性に応じた柔軟な取組を尊重しつつ、不適切な地域差が生じないような仕組みが必要。  

業主負担については、「仕事と子育ての両立支援」や「将来の労働力卿サービスの目的等を考慮  

担水準、設定方法等 利用者負担については、負 は重要な課題。低所得者に配慮しつつ、今後、具体的議論が必要。  
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5 保育サービスの提供の仕組みの検討  
・今日のニーズの変化に対応し、利用者の多様な選択を可能とするため、良好な子どもの育成環境と親の成長を支援する   

対人社会サービスとしての公的性格や特性も踏まえた新しい保育メカニズム（完全な市場メカニズムとは別個の考え方）童   

基本に、新しい保育サービスの提供の仕組みを検討していくことが必要。  

については、より普遍的な両立支援、また全国どこでも必要なサービスが保障されるよう、客観的に  

サービスの必要性を判断する新たな基準等の検‡討が必要。  

の在り方についても、新しい保育メカニズムの考え方を踏まえ、利用者の選択を可能とする方向で検討  

その際、必要度の高い子どもの利用の確保等、市町村等の適切な関与や、保護者の選択の判断材料として機能しうる  
報公表や第三者評価の仕組み等の検討が併せて必要。また、地方公共団体が、地域の保育機能の維持向上や質の  

向上に適切に権限を発揮できる仕組みが必要。  

新しい仕組みを導入する場合には、保育サービスを選択できるだけの「量lの保障と財源確保が不可欠。  
幼稚園と保育園については、認定こども園の制度運用の検証等も踏まえた就学前保育・教育の在り方全般の検討が必要  

6 すべての子育て家庭に対する支援等  

▲新制度体系における対象サービスを考えるに際しては、仕事と子育ての両立支援のみならず、  ベての子   

対する支援も同陪に重要。その量的拡充、質の維持・向上、財源の在り方を考えていくことが必要。  

i7 多様な主体の参画・協働  

t 父母、地域住民、NPO、企業など、多様な主体の参画・協働により、地域の力を引き出して支援を行うべき。  

t親を一方的なサービスの受け手とするのではなく、相互支援など積極的な親の参画を得る方策を探るべき。  

8 特別な支援を必要とする子どもや家庭に対する配慮  
・新制度体系の設計に当たっては、虐待を受けた子ども、社会的養護を必要とする子ども、障害児など  

とする子どもや家庭に対する配慮を包含することが必要。  

9 働き方の見直しの必要性・・・仕事と生活の調和の実現  
■少子化の流れを変えるためには、子育て支援サービスの拡充と同時に、父親も母親も、ともに子育ての役割を果たしうる  

が不可欠。仕事と子育てを両立できる環境に向けた制度的対応を含め検討すべき。  

以上の基本的考え方を推進していくため、今後、サービスの利用者（将来の利用者含む）、提供者、地方公共団体、事業主等、多くの関係者の  
息 見を聴くとともに、国民的議論を喚起し、次世代育成支援に対する社会的資源の投入についての合意を速やかに得ていくことが必要である。  

その上で、投入される財源の規模に応じた進め方に留意しつつ、その具体的制度設計について、国民的な理解・合意を得ていく必要がある。  
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